
性的指向
好きになる性

SO (Sexual Orientaｔion)

性自認
心の性

GI (Gender Identity)

身体的な性
からだの性・戸籍上の性

SC (Sex Characteristics)

性表現
自分の性をどう表現するか

E (Gender Expression)

性のあり方は多様です

「自分の性別が何か」「どんな性別の相手が好きか」と

いった性のあり方は４つの要素で構成されています。多

様な性のあり方をまとめて「SOGI（ソジ・ソギ）※」と表現

されています。

※性的指向・性自認の英語の頭文字「SO・GI」をとったも

の。このなかで、性のあり方がマイノリティであることを性

的マイノリティと呼ぶこともあります。

ＬＧＢＴとは…

右の図にある４つの英語の頭文字を組み

合わせた言葉で、「性的マイノリティ」を表

す言葉の一つとして使われることもありま

す。LGBT以外にも、男女どちらにも恋愛

感情を抱かない人、自分の性を決められ

ない・分からない人など、様々な人がいま

す。これらを含めて「LGBT+」や「ＬＧＢＴs」

とも表記されることがあります。

B isexual バイセクシュアル

女性を好きになることも、男性を好きにな

ることもある

GGay ゲイ

自分を男性と自認し、男性を好きになる人

TTransgender トランスジェンダー

出生時に割り当てられた性別とは異なる

性自認を持つ人

LLesbian レズビアン

自分を女性と自認し、女性を好きになる人

☝ LGB は「性的指向」にかかわる、

Ｔ は「性自認」にかかわるアイデンティティ を表した言葉です。

ＬＧＢＴの割合は？

株式会社 LGBT 総合研究所による最

新の調査※では、性的マイノリティの割合は

約10％という結果が出ています。これは10

人に１人の割合であり、 左利きの人（10％）、

血液型AB型の人（９％）とほぼ同じ割合と

なっています。

※株式会社LGBT総合研究所「LGBT意識行動調査

2019」全国20歳から69歳の個人42万8,036名、有効回

答者が34万7,816名の調査結果

性的マイノリティであることで、生きづらさを感じています。

*男女分けされた制服が着づらくて学校に通うことがつらくなる

*家族（親など）から受け入れてもらえない、カミングアウトできず苦しい

*就職活動で履歴書などの性別記入や男女分けしたリクルートスーツの着用が

できず、就活が困難になる

*自分が思う性別のトイレや更衣室が使えない

*部屋を借りようとしたら、住民票表記の性別と見た目の違いから断られる

*パートナーが入院したが付き添い看護をさせてもらえなかった …等々

性的マイノリティが抱える様々な社会的困難
Ally(アライ)になろう!

Ally（アライ=日本語で理解者・支援者の意味)

とは、多様な性的指向・性自認の人々を理解

し支援していることを明確に示している人のこ

と。Allyになることは、誰もが互いを尊重し多様

性を認め合う社会につながります。

★性的マイノリティに対する偏見や差別の例

・「ホモ・レズ・オカマ」「男（女）らしくない」と言ってからかう

・「彼氏（彼女）いるの？」「結婚は?」「子どもは？」と決めつけた質問をする

・「どこかおかしいのでは」「気持ちが悪い」などとうわさ話をする

★ Allyになるためのステップ

Step ２ 習慣・常識を変える

Step ３ 行動する

Step 1 多様な性について知る

性的指向・性自認に関する知識を持つ

理解者を増やす

正しい知識を身につける

日常の言葉使いに気をつける

身の回りの習慣・常識を見直す

発行：浦安市企画部多様性社会推進課

令和３年３月

カミングアウトとアウティング

カミングアウト 自分の性的指向や性自認などを自ら他の人に表明

すること。カミングアウトすることは、これまでの人間関係を壊すのではといっ

た不安から、本人にとってはとても勇気のいることです。

アウティング 本人の同意なく第三者が性的指向や性自認などを

暴露すること。アウティングはプライバシーの侵害に当たり、本人たちは家庭

や学校、地域、職場でいじめや偏見、差別などを受けることになり、居場

所を失うことにつながります。



令和３年５月から開始

浦安市では、人権が尊重され、多様な個性や価値観を認め合い、誰もが地域の中で生き生きと

暮らし共に支え合う社会を目指しさまざまな取り組みを行っています。その一つとして、性自認や性

的指向に係る性的マイノリティの自由な意思を尊重するパートナーシップ宣誓制度を創設しました。

この制度は、戸籍上の性別にとらわれず、お互いを大切なパートナーと思っている方々の誰も

が、自由な意思によるパートナーシップ宣誓を行い、宣誓したことを浦安市が公に証明し、宣誓書

受領証を発行するものです。

■性自認とは

自分の性をどのように認識しているかということ。「心の

性」ともいう

■性的指向とは

どのような性別の人を好きになるかということ

■性的マイノリティ（性的少数者）とは

性自認、性的指向その他性のあり方について典型とされ

ない人たちで、LGBTは性的マイノリティを表す言葉の一

つともされている

■パートナーシップとは

互いを人生のパートナーとし、日常生活において相互に

協力し合うことを約した、一方又は双方が性的マイノリ

ティである二人の関係をいう

■宣誓できる方 ※全ての項目を満たしていること

*成年に達していること

*双方又は一方が市内に住所がある又は３か月以

内に本市への転入を予定していること

*双方に配偶者がいないこと（結婚していないこと）

*双方に他の一方以外の者とパートナーシップがな

いこと

*民法に規定する婚姻ができない近親者でないこと

■宣誓に必要な書類

*住民票の写し

*戸籍の全部事項証明書又は謄本、外国籍の場合は

「婚姻具備証明書又は独身証明書」

*本人確認書類

運転免許証、写真付き住民基本台帳カード、旅券(パス

ポート）、国または地方公共団体の機関が発行した身分

証明書、海技免状、小型船舶操縦免許証、電気工事士

免状、身体障害者手帳、在留カード又は特別永住者証

明書、等

■宣誓手続きの流れ

来庁、又は電話、メールで宣誓手続きの予約

宣 誓 日 の 調 整

パ ー ト ナ ー シ ッ プ の 宣 誓

内 容 確 認

宣 誓 書 受 領 証 の 交 付

宣誓希望日の3か月前から７日前までに予約

担当者と宣誓日時の調整や必要書類の確認

来庁の上、宣誓書に署名

提出書類の確認及び本人確認

要件を満たしている場合即日交付

浦安市企画部多様性社会推進課

〒279-0004 浦安市猫実1-1-2 文化会館２階

電話：０４７-７１２－６８０３（直通） （平日９時～１７時 祝日・年末年始を除く）

メール：tayousei@city.urayasu.lg.jp

問合せ

■交付書類

*パートナーシップ宣誓書受領証（Ａ４版とカード）

【カード】

見 本

事業者の皆様へ



企業におけるLGBT・SOGI*施策

多様な人材が能力を発揮し働きやすい職場をつくるダイバーシティ＆インクルージョン。多様な個性の活躍は

持続可能な企業の成長を促すものとして注目されています。多様な個性の一つ、ＬＧＢＴが生き生きと自分ら

しく活躍できる職場づくりは、ＬＧＢＴ以外の人にとっても働きやすい職場づくりにつながります。

*性的指向や性自認がLGBTにかかわらずすべての人に備わっていることを示すために、性的指向（Sexual Orientation）

と性自認（Gender Identity)をあわせて「SOGI（ソジ・ソギ）」と呼ぶことがあります。

就労の場での困難

企業による取り組み

LGBT施策を進めLGBTフレンドリー※な企業になることによるメリット

は主に次のものが挙げられます。

（※LGBTを差別せず、友好的な関係を築こうとすること）

●人材獲得

LGBTフレンドリーを打ち出すことで、LGBT当事者である優秀な人

材だけでなく、当事者の周囲にいる人材を獲得できる。社内の

LGBT社員らによるエンゲージメント（会社への忠誠心）の向上につ

ながる。

●能力発揮

多様性を尊重する社内風土が醸成され、個々人の能力を最大

限発揮できる環境が整備され、生産性が向上する。

●リスク回避

人権侵害による訴訟等のリスクを回避でき、社員の人権を保護す

ることができる。

●価値向上

先進的な取り組み企業としてメッセージを発信でき、自社のブラン

ドの価値向上につながる。

●ビジネス拡大

LGBTを対象とした商品の開発、サービスの提供

参考：一般社団法人日本経済団体連合会「ダイバーシティ・インク
ルージョン社会の実現に向けて」（2017年5月）

思う

91.4%

思わない

0.4%

分からない

8.2%

企業による取組は必要だと思うか

思う 思わない 分からない

経団連「LGBTへの企業の取り組みに関するアンケート調査」（2017）

就労の場では、性的指向・性自認に関する差別やいじめ、ハラス

メントといった困難な事例が多く報告されています。

LGBT施策がとられていない企業では、社内でこのような差別が

「悪いこと」という認識が低くかったり、会社の相談窓口で対応して

もらえないなど、社員にとって大きなストレスになっています。これは

社員の職場への帰属意識を失わせたり、勤労意欲の低下や労働

生産性の悪化を引き起することになります。

あるアンケート調査※では、LGBT施策を実施している職場は心理

的安全性が高くなっています。また、LGBT施策により、就業環境

が改善し社内の人間関係がよくなるなど、LGBTの人にとって働き

やすい職場はLGBTでない人たちにとっても働きやすい職場である

こともわかってきました。
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※出典：©特定非営利法人虹色ダイバーシティ・国際基督教大学ジェンダー研究 

センター「LGBTと職場環境に関するＷｅｂアンケート調査nijiVOICE2018」



ＬＧＢＴフレンドリー企業になるための取り組み例

企業がLGBTに関する取り組みを進めるためには、まずLGBTへの理解を促進し、多様な人材の存在を

前提とした環境・制度の整備を進めることが必要です。

2020年（令和２年）６月１日より、職場におけるハラスメント防止

対策が強化されました！

◆「改正労働施策総合推進法」（2020年６月施行、中小企

業は2022年４月より義務化）

指針において、パワーハラスメントに「ＳＯＧＩハラ」が含まれるこ

とが明記され、全ての事業主に「ＳＯＧＩハラ」や「アウティング」

の防止策を講じることが義務付けされました。労働者のＳＯＧＩ

（性的指向・性自認）に関する侮辱的な言動は「精神的攻

撃」とされ、また、本人の了解を得ずＳＯＧＩをほかの労働者に

暴露するアウティングは「個の侵害」として、禁止されています。

◆「改正男女雇用機会均等法」（2020年６月施行）

指針において、被害者の性的指向・性自認にかかわらず、セ

クハラの対象となることが明記されています。事業主は男女と

いう性別にとらわれず、被害者に対するセクハラ対策を講じる

ことが義務付けされています。

企業に求められるＳＯＧＩハラ対策

❶ 性的指向・性自認等に基づくハラスメントや差別の禁止を

社内規定等に明記

社内でLGBTに対する理解を十分に促進し、LGBTへのハラスメント

や差別の禁止を社内の方針として具体的に明記し、社内外に発信

する。

例：企業のHPに企業理念や社会的責任（ＣＳＲ）として掲げ、社内外に広

く発信する。

❷ 社内の人事・福利厚生制度の改定

配偶者に適用される福利厚生を同性パートナーにも適用するなど

LGBTに配慮した社内制度を整備する。

例：社内にパートナーシップ制度の設置、社宅制度、住宅手当・結婚祝い

金の支給、休暇制度、転勤の際の同性パートナーへの

配慮

❸ 社内研修等の開催

LGBTに対する理解促進に向けて社内各層への研修や勉強会を

開催する。

例：差別的な言動やカミングアウトされた時の注意事項等を周知する研修

や当事者を招いたイベント等の実施

「アライになろう！」の啓発

❹ 社内相談窓口の設置

LGBT相談窓口・ホットラインを設置し、相談者のプライバシー確保・

匿名での相談に配慮する。

例：「相談センター」を設置し、社内でのセクハラなど個人的相談に対応

専門的な講習を受講した相談員による対応

❺ 職場環境の整備

性別を問わないトイレや性別で分けない更衣室など、LGBTが働き

やすい職場設備を整備する。

例：ユニバーサルトイレの利用を推奨

個室や時間制の更衣室の設置

健康診断の個別実施

❻ 採用活動におけるLGBTへの配慮

採用時に性別を確認しないなど、LGBTの学生等に配慮した採用

活動を実施する。

例：エントリーシートから性別記入欄を廃止

採用面接担当者向けのガイダンスに、LGBTの差別を禁止する内容を

盛り込む

❼ LGBTに配慮した商品・サービスの開発

男女だけの性別枠組みにとらわれない商品やサービスを開発する。

例：携帯電話サービスの「家族割」の適用対象・生命保険契約の死亡保

険金受取人に同性パートナーを指定できる

家族カードの対象に同性パートナーを加える

❽ LGBTに関連する社外イベントへの協力

企業やNPO法人が実施するLGBTへの理解促進策を目指すための

イベントへ参画する。

例：先進的取組企業を訪問し、ヒヤリング

ＬＧＢＴへの理解を促す社会貢献活動に参加

「東京レインボープライド」等に協賛

参考：一般社団法人日本経済団体連合会「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」（2017年5月）

企業のＬＧＢＴ施策を評価するＰＲＩＤＥ（プライド）指標

企業・団体等の枠組みを超えて、ＬＧＢＴなどの性的マイノリティ

が働きやすい職場づくりを日本で実現するために策定されたも

の。毎年、企業の取り組みを、ゴールド、シルバー、ブロンズの３

つの順に評価され、その結果が公表されています。

５つの指標で取り組みを評価

Ｐolicy 行動宣言

Ｒepresentation 当事者コミュニティ

Ｉnspiration 啓発活動

Ｄevelopment 人事制度、プログラム

Ｅngagement/Empowerment 社会貢献・渉外活動

注）任意団体「work with Pride」が、2016年、日本で最初に策定

したもの。海外ではＬＧＢＴフレンドリーを採点する企業評価指

標「Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｅｑｕｏｒｉｔｙ Ｉｎｄｅｘ（ＣＥＩ）」を実施している。


